
の戦略的関係の構造と行動である。
政策ネットワークは、基本的に組織間の資源
依存（resource dependency）関係を特性とする。
ネットワークとは、資源の相互性により結び付
けられた組織および組織メンバーというネット
ワーク・アクター間の関係状態であり、あるい
は資源動員のメカニズムである。政策ネットワ
ークの典型的な２つの類型である「政策コミュ
ニティ」と「イシュー・ネットワーク」におい
ては、その資源配置の特性が大きく異なるため、
その特性を活用するネットワークの運営（マネ
ジメント）が課題となる。
以上の問題意識から、本稿では、政策ネット
ワーク理論に関する先行研究を概観しながら、
政策ネットワークの定義、類型、構造、資源の
相互依存的な特性を考察するとともに、その役
割および意義を探ることとする。さらに、ネッ
トワークの本来的性質である資源依存性に焦点
をあて、どのように政策ネットワークの安定化
と秩序形成が図られるべきか、とくに政策ネッ
トワークにおける対極的な２つの類型である
「政策コミュニティ」と「イシュー・ネットワー
ク」を中心に、各々の特性・構造にもとづいた
ネットワーク・マネジメントのありかたについ
て考える。

１.  「政策ネットワーク」論の登場

１. １　政府体系の変容と政策ネットワーク

「政策ネットワーク」はまだ耳慣れない用語で
あり概念である。簡単にいえば、ある政府政策
の決定と実施に関わって、いかなる組織アクタ

あらまし

1990年代に入って、欧米の政治学・行政学の
分野を中心に「政策ネットワーク」を主題とす
る研究が盛んになった。その背景には、政府能
力の衰退による「政府－社会関係」の変化、お
よび福祉国家の見直しによる公的セクターの減
退と私的セクターの拡大等がある。わが国にお
いても、国内経済のグローバル化・ボーダレス
化による影響、さらに急速な人口動態の変動な
ど、社会構造の変化を背景に、政府・行政にお
けるいわゆる政策体系の枠組み－とりわけ福祉、
医療、教育などの公共的社会サービスに関わる
政策領域－に変化が生じようとしている。それ
は、政府・行政によって担われてきた政策領域
における分権化が進行するなかで、公共的社会
サービスに関わる政策形成・実施の過程が多元
的な社会アクターに分散化していくということ
と同時に、これまで政府・行政に独占されてき
た「政策ドメイン」そのものもまた、複数の社
会アクターによって共有されることを意味する。
そのような公共的社会サービスに関わる各社
会アクターは、分化された政策ドメインを共有
しながらも、自ら保有する資源、戦略、価値選
択は各々異なったものであるため、そこで追求
される政策手段も同一ではない。政策目標が集
約されていく過程のなかで、政府・行政と各社
会アクターは、自らの優越する資源の交換関係
を基礎に他の社会アクターと戦略的な協働関
係－組織間関係を取り結ぶことになる。このよ
うな組織間の関係をとらえる枠組みが「政策ネ
ットワーク」（policy networks）理論である。「政
策ネットワーク」理論が説明するものは、政策
の形成とその実施過程における組織アクター間

〈政策ネットワーク〉の枠組み
－構造・類型・マネジメント－
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ー（利害関係者）がいかなる各自の資源を利用
して、政府および周辺にどのような影響や圧力
をもたらしたか、その相互の構造はどのような
ものであるのか、など主に公共政策の形成と実
施過程を捉えるための理論的枠組みである。そ
のなかでも、とりわけ近年、政府・行政組織と
民間双方の協働による公共的社会サービス領域
における組織アクター間関係の分析研究などで
政策ネットワーク理論が用いられることが多い。
詰めて言えば、政策ネットワークとは、特定の
公共政策領域における政府組織間関係あるいは
政府－民間組織間関係を考えるための「道具」
であるといえよう。
1990年代に入り、「政策ネットワーク」に関

する論議が盛んになった背景には、わが国にお
けるグローバル化、ボーダレス化の進行がもた
らした国内経済の変化、および人口動態の急速
な高齢化や悪化する財政構造に起因する社会・
経済秩序の変化があると考えられる。これらの
変化により、これまで政府・行政主導で進めら
れてきた政策領域－「政府体系」の枠組みとし
て－、政府と民間の関係、国と地方の関係、政
治と行政の関係、これら三つの領域における複
合的関係の枠組みが問われ始めたのである。
ここでは「政府体系」を、今村都南雄が

Hood, D.１に依拠しつつ述べた現代社会における
「公共的社会サービス提供の制度的編成」
（ Institutional arrangement for public service provi-

sion）を包括的にとらえるための暫定的な概念
枠組み、と考えることとする。「政府体系」２と
は、今村の言葉を借りれば、政府と民間、国と
地方、政治と行政という三つの関係領域の複合
的関係をいう３。この関係性を軸とすることに
より、統治システムにおける政治・行政関係お
よび中央・地方関係のみならず、公共部門と私
的部門、すなわち政府と民間のインターフェイ
ス４を中心に考察することが可能となる。
また政府体系は、今村のいう「『国』中心主義
的な思考法を批判的に克服するためのひとつの

工夫」５であり、さらに森田朗によれば「国家や
地方自治体、国際関係を規定しているフォーマ
ルな法制度としての統治システムである。それ
以外にも、経済活動のインフォーマルなルール
や多様な社会集団の存在形態、人々の行動様式
や行動規範など」を説明するための枠組みであ
り、「政治の中心的なアクターである政党システ
ムのあり方であるとか、各種の利益集団の組織
活動、企業の行動様式、日米構造協議で問題と
されている企業間の関係、たとえば『系列』と
いう関係のあり方や、また企業のみならず日本
の多くの組織でみられる終身雇用・年功序列の
人事管理方式」まで広く含まれるものである６。
このような政府体系のなかでもとくに著しい
変化を示す領域が、福祉、医療、教育などの公
共的社会サービスに関わる政策領域といえよう。
この政策領域では、(1)政府における問題解決に
有効な政策能力や資源調達能力そのものが減衰
し、政府能力の衰退と反比例するように、(2)民
間部門における資源調達能力の多様化と技術の
高度化が進行するなかで、(3)サービスの受け手
である地域や個人のデマンド特性が、その規模、
構成、質において多様化し高度化するなど、各
種条件の変化を要因として、政府・行政主導型
の供給システムであった公共的社会サービスの
政策的変容が問われているのである。
これらの公共的社会サービスについては、こ
れまで伝統的な社会的基礎集団（家族、親族、
地縁）が中心的役割を担い、むしろ政府・行政
による供給は補完的機能として働いてきた面が
大きかった。しかし、これら社会的基礎集団に
おいてはすでに不可逆的な解体・崩壊が進行し
ており、もはや高度化した多様なデマンドに応
ずることは不可能である。
このように政府・行政の主導性が次第に後景
に退き、社会的基礎集団の解体が進行するなか
で、今後、社会サービスの供給において中心的
役割を担うのは、民間の企業、非営利組織
（Non Profit Organization）など、多元的な供給ア
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クターである。多様な供給アクターの登場によ
り、多様なデマンドへの対応は可能となるが、
同時にそこにおけるアクター間の関係は複雑化
し、供給とデマンドの交換の経路（channel）も
多元的かつ相互的になる。そこで、新たな資源
交換システムの創出と、そのシステムが安定
的・継続的に作動するための構造化・制度化が
同時に求められるのである。すなわち、社会的
基礎集団と政府・行政を軸とするこれまでの供
給システムに対し、新たな供給主体の関係性を
軸とするシステムの再編が早急に求められてい
るのである。
そのシステム再編に伴って、そこに公私アク
ターの協働という新たな政策領域＝政策ドメイ
ンの創出が行われる。その過程で着目されねば
ならないことは、公私の関係アクターによって
公私間関係による協働の発生にもとづく新たな
政策ドメインの分化がはかられるという過程が
存在するとともに、それらの関係アクターによ
るドメイン実現のための戦略過程が発生すると
いうことである。それらの政策ドメインの分化
と、各関係アクターの戦略行動を繋ぐ媒介的機
能をもつものが「政策ネットワーク」なのであ
る。次項において、いささか詳細にこの点を説
明することとする。

１. ２　政府－社会関係の変化と政策ドメ
インの分化

Kenis, P.&Schneider, V.は、政策ネットワーク
の枠組みが注目されはじめた背景として、現代
国家における政府―社会関係の変化をあげてい
る７。現代国家では、社会の組織化が進むととも
に社会に対する政府の関与が増大するが、同時
に両者の関係は複雑化している。また政府の内
部では、「分権化」（decentralization）と「分節化」
（fragmentation）が進行するとともに、民間セク
ターとの境界が不鮮明にもなってきている。
Kenis&Schneiderによれば、これらの現象の背景
にあるのは、非公式（informal）な組織行動の増
加であるという。明確な組織や権限の境界がな
く、官と民による協働的な性格の行動が求めら

れているためである。
また、木原佳奈子は、政策ネットワーク研究
興隆の背景には「社会の組織化や機能分化の進
行、国家の政策守備範囲の拡大などの社会現象
が、現実の政策過程を変化させ、国家と社会の
分離や優越的な社会コントロールセンターとし
ての国家の存在を不可能にし、公私のアクター
の協働を不可避にしているという共通の現実認
識」８があると指摘する。
これらの見解をまとめてみると、政府－社会
関係の変化の背景として、社会の高度組織化が
進展し、社会に対する政府の関与が増大、関係
が複雑化するなかで、これまでは規制の対象と
してしか認識されなかった経済組織・企業の行
う「行為」の内容が重要となってきたことがあ
げられる。その背景として、政府内部で中央的
に統括されてきた規制・供給権限の分権化と分
節化が進行してきたこと、いわゆる福祉国家現
象に伴って国家が介入するべき対象が多様化し
てきたことがある。それは政府にとっては、コ
ントロールのチャンスが増えることに通じるが、
同時に国家能力の分化による政策遂行能力の低
下もあって、中央集権的なコントロールはもは
や望めないということでもある。
国家能力が弱体化するなかで政府の失敗が喧
伝され、市場主義が席巻しはじめたことは周知
の通りである。第一に財源たる政府財政の悪化、
第二に、政治家の資源調達能力が低下したのに
対して、逆に民間の技術・情報力の高度化、資
本の蓄積が、そのような民間への分化を推し進
めることになったといえる。民間の多元的な社
会的アクターの参加により、政策領域は、政府
アクター内の“閉じられた”実施システムから、
各社会アクターの保有する技術、資本など諸資
源への依存性を前提とした“開かれた”システ
ム設計にシフトせざるをえない。
その結果、政府政策においても国内・国外を
問わず民間の市場・企業とのあいだに一種の競
合関係が発生する。いわゆる政府の機能分割や
民営化、規制緩和や市場化などにもとづく政府
機能の分化・縮小現象の出現である。しかし同
時に、政府はこれまでの福祉国家指向が生み出
した諸矛盾の解決のため、社会の細部にたちい
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って微妙な調整を果たす機能もまた求められる
のである９。このように錯綜する政府－社会状
況のなかで、「現実の政策過程を変化させ、かつ
これまでの優越的な社会コントロールセンター
としての国家の存在を不可能にし、公私のアク
ターの協働を不可避にしているという共通の現
実認識」10を基礎に、政府による独占コントロー
ルが民間、非営利セクターに分権化されること
によって、政策決定・遂行過程を公的領域に限
定することが困難になりつつある。すなわち、
公私の領域の境界が曖昧になろうとしているの
である。
では、多元的なアクターを包括し、公私の領
域が曖昧となった社会サービスの政策領域では、
どのようなシステム設計が必要とされるであろ
うか。
多元化された政策領域では、政府・行政が単
独の所管省庁の資源－財源・人・情報－をもっ
て対処することは困難である。むしろ従来の特
定政策領域が所轄省庁ごとにロックインされた
「垂直型」政策領域から、特定イシューについて
横断的な調整が可能な「水平型」政策領域への
デザイン変更が求められるのである。それは、
中央・地方関係の政府間関係における分権化と
同時に、政府・行政から民間への供給権限の分
権化を意味する。その分権化とともに所管省庁
にロックインされてきた「政策ドメイン」（poli-

cy domain）が関係アクターに拡張されて共有さ
れるのである 11。
しかし、政策ドメインの共有という新しいパ
ラダイムの導入は、それまで各行政組織が形成
してきた政策ドメインにコンフリクトを生じさ
せる。すなわち、環境の変化や組織の成長にと
もなうアイデンティティーの再構築の際には、
内部の関係は不安定化し、流動的な状況が発生

するのである。所管をめぐる組織間対立を通じ
て、政策ドメインの再定義が促され、その結果
新しい政策ドメインが確立されることになる。
政府規制を軸とした政府と民間の社会サービ
ス供給の関係においても、分権化により公共的
社会サービスが民間セクターにシフトすること
で、ドメインに変化がもたらされ、政策形成と
政策デリバリー（政策実施の経路）のあり方が
問われることになる 12。
ここでひとつ付言しておかねばならないこと
は、分権化による新たな供給枠組み－資源交換
システム－が機能するうえでの情報・資源の非
対称性の問題である。政府・行政主導のシステ
ムにおいては、供給とは限定された供給アクタ
ーによるナショナル・ミニマムという均一の規
準に基づく一方的配分（上流から下流へ）を意
味する。そこでは、そもそも供給の受け手であ
るクライアント側（被供給者）に発生する情
報・資源の非対称性を問うこと自体が無意味で
あったといえる。また、伝統的社会的基礎集団
においては、家族、地縁という「顔の見える」
アクターが供給主体であるために情報・資源の
非対称性は生じにくい。しかし、新規の民間営
利・非営利の社会サービスのアクターが登場す
るに及んで、クライアントに発生しがちな資源･
情報の非対称性を克服するためのシステムが構
造化されることが必要となる。なぜなら、公共
的社会サービスの差別化･個別化にともない、ク
ライアントが判断に際し必要とする情報は質・
量ともに高度化するにもかかわらず、クライア
ントの多くは供給されるサービスについて完全
な情報を得ることが困難であるとともに、自ら
のデマンドを表現・伝達する手段・技術・内容
などの点において専門的対応の欠如が発生する
可能性が高いからである。
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「政策ネットワーク」は、このように新たな供
給システムの設計にともなって発生する種々の
問題を克服し、システムの構造化・制度化をは
かるためのアレンジメントのひとつであると考
えられる。
そこでは、政府－社会関係を垂直的・ハイア
ラーキカルな関係とみるのでなく、「ネットワー
ク」の視点からみる水平的アプローチが有効と
なる。
「政策ネットワーク」理論は、公私のアクター
が協働で政策を作成・決定・実施するにあたり、
分散した資源を動員・統合し問題を解決しよう
とする「政策アレンジメント」として生み出さ
れた理論フレームであるといえる 13。

２.  政策ネットワーク理論の展開

２. １　ネットワーク理論の意義

Peters, G.による「政策ネットワークとは単な
るメタファーなのか、それとも政治的相互作用
のダイナミクスを説明するための実質的な方法
なのか」14という問いを待つまでもなく、政策ネ
ットワークはもともと概念として多義的であり、
理論的方法としても多様な展開を示している。
たとえばMayntz, R.は、政治・行政システム
における社会制御の媒介的役割として政策ネッ
トワークをとらえて、政治・行政システムが有
する各種の資源に限りがある状況において、政
治による制御、なかでも政策実施は、強力な公
私のアクターが相互に緩やかに結びつくネット
ワーク的な政策過程においてのみ可能となると
いう 15。そして、公的アクター固有の制御能力
は機能分化した政策領域ではきわめて限定され
ており、ネットワーク内部での私的アクターを

含めたアクター間の連立形成が不可避となると
述べている。
さらにMayntzによれば、政治学・行政学にお

いて政策ネットワーク論が果たし得る意義は次
のようなものである。その第一は、国家が政策
決定・実施に関して社会の諸領域、諸アクター
に優越的な地位を占めているという観念を否定
し、「弱い国家」を前提にしているということ、
第二は、これまでの多元主義理論と異なり、そ
の考察対象を政策セクター・レベル（メゾ・レ
ベル）に置いていること 16、第三に、政策ネッ
トワーク論が、「組織化されたコーポレート・ア
クターの集団的活動、したがって公共政策形成
における組織間関係」17に分析の焦点をあててい
ることである 18。
ただちに政策ネットワークの理論の本質に進
む前に、ひとまずここで、これまでの政策ネッ
トワーク研究がどのような過程を経て現在に至
ったのか、またその経緯のなかで何を共有資産
として構築しえたのか、を概観しておくことは
無駄ではないであろう 19。
先行的な政策ネットワーク研究は、米国、英
国、およびヨーロッパ各国で政府政策、社会サ
ービス領域などさまざまな分野を対象として、
近年ケーススタディを含めて多くの業績が発表
されているが、論者によって政策ネットワーク
の枠組みが異なっているため、そこから得られ
るインプリケーションも広く拡散する傾向が強
い。政策ネットワーク研究の枠組みを大きく分
ければ、米国における枠組み、英国における枠
組み、ヨーロッパにおける枠組みの三つの類型
に分類することができよう。
米国におけるネットワーク研究は、1950年か
ら 60年代にかけて、米国の政府政策を説明する
のに用いられた「サブ・ガバメント」すなわち
「利益団体」の関係、「官僚制と政府」の関係を
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動のありようが、制御の可能性を左右すると考えられる。Mayntz 1987 105p, 1993C 19p、Mayntzについては原田 1996に負うとこ
ろが多い。

16 Marin, B. and Mayntz, R.eds., 1991 14p, 19p
17 ibid., 18p
18 原田　久 1996 150p 
19 Rhodes, R.A.W., 1992b  4-15pおよびMarsh, D., 1998 4-10p



とらえる理論的枠組みに端を発している。ここ
から後に「鉄の三角型」モデルが登場して、よ
り特権的なアクターの関係を強調するモデルが
生まれた。これは「経済利益追求」モデルと呼
ばれ、十分に組織された特定利益団体アクター
およびその利益を代表する政府エリート・アク
ターによって政府政策が形成されるとされた。
それへの批判として 1970年代に登場したのが、
「多元主義」モデルであった。このモデルは、政
府オーソリティ、立法者、企業、ロビイスト、
学者、ジャーナリストなど多様なアクターが、
政策に対する批判者とのコミュニケートを通し
て、新しい政策イニシアティブを生み出すとす
る枠組みである。その基本はオープン性であり、
支配的な閉じられたサークルにとって替わるも
のである。これらの「多元主義」モデルは、さ
らに後年、Heclo, H.などの「イシュー・ネット
ワーク」理論の基礎となる。このように米国に
おける政策ネットワーク研究では、どちらかと
いえば組織間の構造的関係よりも、キー・アク
ター間の個別的関係に焦点を合わせた非構造的
なミクロ主体＝個人アクター間関係レベルの研
究が強調されてきたといえよう。
英国においては、Heclo, H.&Wildavsky, A.20の
研究が政策ネットワーク研究の端緒となって大
きな影響を与えた。Heclo&Wildavskyは、英国
中央政府内の大蔵省という本来公的な資金配分
を行うはずの中央政府が、多元的なアクターに
よって構成される閉鎖的なコミュニティに変化
し、さらに既得権益化するという状況に対する
分析を行った。その分析によれば、大蔵省内部
は「村落的コミュニティ」（village community）
にも比せられる“閉じられた”関係が支配的で
「主要な政治的、組織管理的アクターの間の個人
的関係がそこにはある。それは時にはコンフリ
クトもするが、おおむね同意される。いずれに
せよ、かれらの行動の間には共通する枠組みが
存在している」のである。ここでの政策は、政
策価値を共有する限定されたアクターによる閉
じられた政策コミュニティ内部で策定されるの
である。

Jordan, A.G.&Richadson, J.J.21は、Heclo&Wildavsky

の政策コミュニティー・モデルに依拠しつつ、
圧力団体の組織間関係が、安定的なリベラル・
デモクラシーの政策形成を理解するキーである
と考える。そこから Jordan&Richadsonは、政府
機関、圧力団体におけるサブ・システムのなか
に政策形成過程を見るのである。その理論的背
景にあるのは、Luhmann, N.の社会システム分析
におけるキー枠組みである「分散化」（disaggre-

gation）概念である。すなわち、社会構造が高度
に「分節化」（fragmented）していくなかで、そ
の分節化された個別の構造やそこから派生する
イシューの発生の複雑さが、利益団体の増加に
反映されるのである。ある種の利益が、政府の
ある部門と密接な関係をもっているような政策
ネットワークの多様性のなかに政策形成の発生
をみる。この観点においては、構造よりも対人
的（interpersonal）な関係が強調されているとい
えよう。
これに対して Rhodes, R.A.W.は、同じく

Luhmannの枠組みに基礎をおきながらも、政治
的組織間の構造的関係を強調しており、その関
心は、個別的なミクロアクターの関係性に焦点
を合わせる下位セクター（sub-sectoral）レベル
よりも、組織レベル－セクター（sectoral）レベ
ルの分析にある 22。
その意味では、「政策ネットワーク論は、保健、
福祉、防衛といったセクターレベルの分析枠組
み」であり「個別のイシューごとの組織間関係
や政策過程を見るのではなく、セクターレベル
の継続的なアクター間の資源依存関係や政策過
程に着目し、そこから一定の行動のパターンや
『制度』を抽出する」23ところに理論的有効性を
みるのである。
このようなセクターレベルのメゾ組織間関係
に研究の焦点と有効性を見ようとする英国の政
策ネットワーク研究枠組みに対して、ヨーロッ
パのそれはどのような展開を示しているのだろ
うか。
ヨーロッパにおける政策ネットワーク研究は
当初、独国においてMayntz、Sharpf、Schneider
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などの研究が先行したが、最近オランダでも研
究報告が盛んになってきている。
両者とも、英国における政策ネットワーク研
究のアプローチと基本的な枠組みを共有してい
る。すなわち、現代社会が機能分化（差異化）
を進行させるなかで、政策ネットワークの協働
アクターとして民間組織が登場し、要（key）と
なる資源をコントロールするようになり、その
結果、政策の形成と実施に重要性を増している
と想定している点である。
しかしヨーロッパの研究と英国における研究
が根本的に異なる点が一つある。ドイツとオラ
ンダの研究において特徴的であるのは、政策ネ
ットワークをより広い現象として捉えているこ
とである。Marsh&Rhodesのような英国の研究者
にとって政策ネットワークは、多元主義やコー
ポラリズムを包括する圧力団体関係モデルの一
つであるが、ドイツの研究者は、政策ネットワ
ークを新しいガバナンスの形とみなしている。
この見方からすれば、現代の政治形態は、民間
セクター組織の役割の増大とその結果として国
家機能の低下が進展する過程と特徴づけられ、
政府組織はもはや、政治行動を推進する中心的
アクターとはみなされない。ネットワークは、
市場とヒエラルキーから区別される、経済社会
における新しい「ガバナンス」の一形態である。
ヒエラルキーも市場も「ガバナンス」の一つの
形であるが、ヒエラルキーは政府が中心となっ
て公的セクターと民間セクターとを緊密に構造
的に連結することで、また市場は、公的領域と
私的領域の双方からの自律的アクターによる多
元的な相互作用の結果として、「ガバナンス」の
機能を果たす。これに対して政策ネットワーク
は、ルースな構造的連結として機能する。ネッ
トワーク内部の自律的アクターの相互作用が積
み重ねられコンセンサスが産み出された結果、
調整の基盤が形成される 24。
以上、政策ネットワークという概念は、研究
の枠組みや分析の対象ごとに、微妙に異なる概
念枠組みとして用いられている。その概念枠組
みの差異が政策ネットワークの概念そのものを
曖昧にするとともに、同時にそのゆるやかさゆ

えに、多元的な政策アイデアを吸収する多様な
運動性も獲得する可能性も含んでいるといえよ
う。

２. ２　政策ネットワークの類型
－政策コミュニティとイシュー・ネット
ワーク－

政策ネットワークの類型についても、また多
くの論者によって異なるモデルが提出されてい
る。よく知られている通り、Rhodes, R.A.W.は、
組織間関係を捉える基本枠組みを以下のように
設定した。ａ）いかなる組織も資源に依存して
いる、ｂ）組織目標を達成するために資源を交
換しなければならない、ｃ）組織内の意思決定
は、他の組織に制約されるが、組織内の「支配
連合」（dominant coalition）は一定度の（決定の）
自由裁量をもつ。支配連合による評価（認知）
システムは、どの関係を問題として認識すべき
か、どの資源を追求すべきか、に影響する、ｄ）
支配連合は、交換過程を規制するゲームのルー
ルの中で戦略を採択する、ｅ）自由裁量を行使
できる度合いのヴァリエーションは、組織目標
と相互的な組織の相対的・潜在的パワーから生
み出される。この相対的・潜在的パワーは、各
組織の資源の産物であり、ゲームのルールの産
物であり、組織間交換過程の産物である 25。こ
の枠組みを基礎としてRhodesは、政策ネットワ
ークを１）利害関係の配置（interests）、２）構
成員（memberships）、３）相互依存性（ inter-

dependence）、４）資源（resouces）の４つのデ
ィメンションの組み合わせによって形成される
と考えた 26。

Rhodesはその組み合わせから、さらにセクタ
ーレベルに焦点を合わせて、６つの政策ネット
ワーク類型に類型化した。「政策コミュニティ」
（ policy community）、「領域的コミュニティ」
（territorial community）、「専門家ネットワーク」
（professional networks）「政府間ネットワーク」
（intergovernmental networks）、「製作者ネットワ
ーク」（producer networks）、「イシュー・ネット
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ワーク」（issue networks）である 27。
一方、Waarden, F.V.は、政策ネットワークの
類型を特徴づけるディメンションを以下の７つ
に分類した 28。

①アクター（actors）：ネットワーク参加者の
動員数であり、規模を確定する基礎となる。
またアクターは各々が保有する利害、ニー
ド、資源、政府や社会組織への影響力に裏
付けられる存在である。

②機能（function）：行為者と構造を媒介する
ものであり、政策決定過程へのアクセス、
情報の交換、コンサルテーション、資源交
換を基礎とする説得、政策編成のための協
働行為などを指す。

③構造（structure）：ネットワークの規模、
ネットワークの境界の開放性、閉鎖性、行
為者の自発性の程度、アクター間関係の多
様性の程度などを示す。

④制度化（institutionalization）：ネットワー
クの公式性を規定するものである。ネット
ワークに秩序とメンバー間の関係の対称性
を与える。

⑤行動規範（rules of conduct）：ネットワーク
における交換関係を支えるゲームのルール
であり、アクターの背景となる。

⑥パワー関係（power relations）：政策ネット
ワークはパワー関係によって特徴づけられ
ており、パワー関係とは、アクター間にお
ける資源とニーズの分配機能であり、組織
間の関係構造をいう。

⑦行為者のとる戦略行動（actor strategies）：
アクターはニーズ、利益、目標を満足させ
るために、ネットワークを作り出し、利用
し、相互依存性をマネジメントするための
戦略を生み出す。

Waardenは以上のようなディメンションから、
11の政策ネットワークの類型を導き出している29。

しかし、Rhodes、Waardenが提出したいずれ
の類型も、特定の「国家－産業関係」あるいは
「政府間関係」を分析するには有効であるといえ
るが、他の国々での現状を分析し比較するには、
あまりにも詳細すぎるため活用性が低いとの批
判がある 30。事実Rhodesも自ら提出した個々の
モデルの汎用性の弱さを認めて、後述する
Marsh&Rhodesモデルにみられる「連続体」
（continuum）を強調する枠組みを提唱するので
ある 31。そのような意味から、本稿では
Marsh&Rhodesによる政策ネットワーク・モデル
を中心に据えることとする。

Marsh&Rhodesによれば「政策ネットワーク」
とは一本の「線形」の一方の端に「政策コミュ
ニティ（policy community）」を置き、その対極
の端に「イシュー・ネットワーク（issue net-

works）」を置く連続体である 32。（図１参照）

「政策コミュニティ」は、アクター間の資源交
換が密接なネットワークである。すなわち少数
の参加者によって構成され、その意味でネット
ワーク・メンバーは基本的価値を共有するなか
で必要な資源を交換する。Rhodesによれば、ネ
ットワークは、利害、メンバーシップ、相互依
存と資源などを要因として変化する。アクター
はネットワーク・メンバーであり、そこではメ
ンバーシップが限定されている。その関係はい
わば「専門家コミュニティ」の性格を帯びると
ともに、他のネットワークから相対的に独立し
た垂直的・相互依存的ネットワークの構造を示
す。その意味で政策コミュニティは、「狭義」の
政策ネットワークといえよう。政策コミュニテ
ィの例としては、業界の圧力団体、盟友団体、
政治結社など一定の政策理念を共有する組織団
体をあげることができる。
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図１　イシュー・ネットワークと政策コミュニティ
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これに対して「イシュー・ネットワーク」は、
多数の参加者によるルースな関係のネットワー
クである。ネットワーク内部および外部との通
気性は高く、参加者によるアクセスも変動的と
なる。その意味では、ネットワーク内部・外部
では、価値をめぐる著しい論争が存在する。相
互依存性も閉鎖性も低いかわりに、多数の社会
集団が政策領域に参入し、それがゆえにネット
ワーク環境の境界は不鮮明で流動的となる。安
定した政策コミュニティを形成するに至るまで
の信頼・協力関係、基本的合意が達成しにくい

という部分も存在する。（図２参照）
イシュー・ネットワークのアクターは、行政
組織、利益団体、政党、企業、政治家、学者、
ジャーナリスト、ロビイストなど広範囲にわた
り、その相互作用がイシュー・ネットワークを
作動させる原動力となる。とりわけ米国などに
おいては、イシュー・ネットワークのアクター
のパワーが発揮されやすい環境にあると考えら
れる。すなわち、連邦と州政府との政府間関係、
連邦行政組織の権限の弱さ、政党内部の一貫性
の乏しさ、拘束性の弱さ、立法過程の複雑さな
どの諸条件が、米国におけるイシュー・ネット
ワーク形成の容易性に結びつくのである。
ここでのイシュー・ネットワークは、情報の

「集積地」であり、鉄のトライアングルに対する
草の根（grass roots）ネットワークの性格をもつ。
ネットワーク・メンバーは経済的関心よりは知
的関心への指向が強く、また感情的コミットメ
ントとともに政策志向の強さを特徴とする 33。
このような政策コミュニティとイシュー・ネッ
トワークの特性を比較し、まとめたものが表１
である。
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図２　イシュー・ネットワークと政策コミュニティの
ネットワーク特性

政策コミュニティ イシュー・ネットワーク 

１．ネットワーク構成員 
・構成員の大きさ 限定的 広範囲に大きい 

・関係者 意識的に排除 広範囲に大きい 

・利害関係の形態 経済的あるいは専門的 利害影響に関わる包括的な範囲 
支配 

２．統合性 
・相互的作用の頻度 政治的イシューに関わって頻繁， イシューへの熱意によって 

かつ高いクォリティでやりとりされる 　　　頻度は変動する 

・連続性 メンバーの価値，成果を求めて イシューの重要性によって変動 
長期間の持続性を保つ 

・コンセンサス 関係者間の基本的価値と 同意形成の程度による，しかし 
そこからの成果の正当性の受容 絶えず内部においてコンフリクトは 

発生する 

３．資源 
・ネットワーク内部の資源 全関係者が何らかの資源を保有 いくらかの関係者は資源を保有しているが 
　　　　　　　　の配置 関係は交換関係を基本 限定的，基本的には参加者の関係は諮問， 

協議的な位置づけ 

・参加組織内部の資源 ヒエラルキー的 多様なメンバーによる多様な分布を示す 
　　　　の配置 

・パワー メンバー間のパワーは安定 不均等な資源配置による不均等なパワー関係 

表１　イシュー・ネットワーク・政策コミュニティのネットワーク特性比較

注）Marsh, D. & Rhodes, R.A.W. 1992c 251pの表を一部修正



３.  政策ネットワークの構造－資源依存の
特性

３. １　資源の相互依存

組織間関係理論において、とりわけ重要視さ
れるファクターは、組織のもつ「資源依存性」
である。組織間の資源依存関係に焦点を置くい
わゆる「資源依存アプローチ」においては、そ
の組織にとって他の組織の保有する資源が重要
であればあるほど、また他組織の資源以外の源
泉から必要資源を獲得することが困難であれば
あるほど、その組織は他組織に「依存」した状
態であり、この「依存」が組織間の非対称関係
（パワー不均衡）をもたらすと考える。

Rhodes, R.A.W.もこのような資源依存論を基
礎として、政策ネットワークを政策の作成・決
定・実施をめぐって、「資源の依存により相互に
結びつけられ、資源依存構造の断絶によって他
のグループ、複合体と区別される組織のグルー
プ、複合体」であると定義する 34。このような
Rhodesの定義をもって政策ネットワークとすれ
ば、資源依存（resource dependency）関係が存在
するか否かによって、ネットワークにおけるア
クター間の関係の状態をあらわすことが可能と
なり、資源依存関係の断絶の場所がネットワー
クの外延―「縁の切れ目」と考えることができ
る。このように「資源が希少である場合、組織
は目標の達成のために他組織の資源に依存する」
という資源依存アプローチ（Resource Dependency

Approach）を基礎とする政策ネットワークの定
義は、Rhodes以降、多くの研究者によって受け
継がれる。たとえばKenis, P.& Schneider, V.は、
政策ネットワークとは「政策決定、計画策定と
遂行が公的・私的アクター間に広く配分、もし
くは分散されている状況における政治的資源動
員のメカニズム」35であると指摘し、Jordan, A.G.

& Schubert, K.も、ネットワーク研究の目的は、
相互依存メカニズムの多様性を確定することに
ある、と述べている 36。この両者の指摘は、政

治家、官僚、利益団体代表間の政策形成と実施
にわたる過程における複合的な意思決定のあり
かたが、それら各アクターにおける資源動員力
とその資源利用の戦略によって左右されること
を示している。また木原佳奈子は、政策ネット
ワークはフォーマルな組織と市場の中間的な形
態であり、その性質はインフォーマル、分権的、
水平的な性質が基本であるが、その本質的な資
源依存的な構造から資源依存関係の不均衡は、
アクター間にパワーの関係やヒエラルキーを生
じさせる、と述べる 37。

Pfeffer, J.＆ Salancik, G.によれば、資源依存性
とは、組織の複雑化・巨大化に伴う必然的な分
化（differentiate）の過程で不可避に直面せざる
をえない組織の適応行動である。すなわち資源
依存構造は、組織間関係－外部組織との関係お
よび組織内部の各部門間関係－の構造と状態を
あらわしている。メーカーのような企業組織で
あれば、企業間関係で各種の原材料を供給する
企業との関係が資源依存構造となる。卸・小売
り企業との間では市場への販売チャネルに関わ
る資源依存構造が存在する。さらに組織内の部
門間関係で、各製造部門どうしの材料供給や研
究開発部門の競合、営業部門と財務部門とのコ
ンフリクトを媒介にして、資源依存的構造が発
生することになるといえよう。
資源依存状況下における組織の資源獲得行動
について、Pfeffer, J.＆ Salancik, G.は、次のよう
に述べている 38。

１．市場にとって外部の資源環境は、不確実
性の高い環境と考え、その依存の内容・
度合いが組織の生成・淘汰に影響するも
のとみなされる。それゆえ外部環境への
依存度を減少させるための行為が組織の
行動の源泉となる。

２．あらゆる組織が存続に必要な資源をすべ
て所有していないことから、環境から必
要資源を獲得せざるをえない。

３．あらゆる組織はみずからのパワーを最大
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34 Rhodes, R.A.W. and Marsh, D. 1992a  182p 
35 Kenis, P.& Schneider,V., op.cit., 41p
36 Jordan, A.G. & Schubert, K.1992 10-11p
37 木原佳奈子前掲書 3p
38 Pfeffer, J. and Salancik, G., 1978 46-48p
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化しようとする。

このように、組織は外部環境から必要な資源
を確保しながらも、他の組織への依存をできる
かぎり小さくすることで、みずからのパワーを
最大化しようとする存在であると仮定し、組織
間の資源交換を基にしたパワー関係と、その関
係が組織内構造と行動に及ぼすインパクトを重
視する。したがって、組織間の非対称関係－パ
ワー不均衡に対して、どのような組織間調整の
メカニズムを採択するかがその組織戦略にとっ
て重要なポイントになる。外部環境に過度に依
存した組織は、内部の経済的効用を高めること
よりも、外部環境への依存度を下げる戦略行動
を採択することとなろう。
では政策ネットワークにおける「資源」とは
何なのであろうか。Rhodesは、いかなる組織も
資源を交換しなければ存続できない、という命
題を基礎に「資源」を５つに分類する 39。

ａ．権威（法的資源）：法令や制度的慣習に
よって公的部門に共通して与えられた役
務提供に関わる強制あるいは裁量的権限

ｂ．資金（財政的資源）：税金や役務料金、
借入金を基礎とする公的部門の起債

ｃ．政治的正当性（政治的資源）：公共政策
決定構造に参加し、かつ選挙等によって
選出されるなどによって代表者に賦与さ
れる公的支持を動員できる権限

ｄ．情報資源：様々なデータを所有し、その
収集、普及の一方もしくは双方を管理す
ること

ｅ．組織資源：人的、技術、土地、建物、施
設・設備などの資産所有と、その資産に

もとづき仲介者を経由せずに直接行為す
る能力

このようなRhodesの資源概念を一括すれば、
木原が要領よくまとめた通り、「アクター達が自
己の目的を達するために他のアクター達に依存
し、交換する（一方的交換・一般交換を含む）
一切の有形無形のものであると理解し、個別具
体的な資源（一次的資源、狭義の資源）ととも
に、資源変換能力（二次的資源、広義の資源）
を含むもの」40なのである。
ネットワーク内の組織アクターは資源を調
達・駆使することによって、ネットワークにお
ける自己優位性の獲得を目指す。Pfeffer＆
Salancikは、組織が維持・存続できるかどうか
は、資源獲得の能力にかかっており、その意味
で、組織は開かれたシステムであり、外部環境
によってコントロールされていると言う 41。い
かなる組織も、完全な自給自足は不可能で、環
境に埋め込まれた組織は、資源獲得のために他
の環境要素と取引きしなければならない。しか
し、環境は絶えず変化し、不確実である。必要
な資源を環境に依存する割合が高くなるほど、
依存性は増し、自律性は失われる 42。
このように、組織の自律性と依存性の程度は、
環境との関係をあらわす３つのパラメーターか
ら測ることができる。①環境を構成する特定の
組織にどの程度のパワーが集中しているか（集
中性）、②他の組織が必要としている重要資源を
どのくらい保有しているか（資源の豊富性）、③
環境を構成している組織間の結びつきがどの程
度の強さであるか（組織連結度）である 43。
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39 Rhodes, R.A.W., 1986a  17p
40 木原前掲書 4p
41 Pfeffer, J. and Salancik, G., op cit., 3-5p
42 資源依存構造における自己の脆弱性を補うために様々な組織間関係のタイプが創出される。たとえば企業における組織間リンケ
ージについては次のように類型化することができる。
１）他の組織に依存している状況を全面的あるいは部分的に変えるための組織間リンケージ－これらの例として、M&Aなどの垂
直的統合、水平的拡大、多角化戦略等などがある。
２）他の組織に依存していることを認めたうえで、その依存関係を調整するためのリンケージ－これらの例として、取締役会へ
の外部者の導入、役員兼任、カルテル、業界団体、J&Vなどを見ることができる。
３）他の組織への依存状況を上位の第三者レベルで協議するためのリンケージ－これらの例として政府規制、ロビイイングなど
をあげることができる。資源相互依存問題を緩和するためにこのような補完的な組織間関係が創出されるのであるが、次に問題
となるのは、資源の配置と資源交換の場所の特性である。資源配置と交換の場所の特性による継続性は、その国独特の資源交換
のアリーナの構造と制度を育成するのである。

43 現代企業研究会編 1994 79p



３. ２　資源依存によるディレンマの発生

多元的な複数アクターが相互に資源依存関係
を取り結ぶネットワークでは、ネットワーク関
係の安定性と秩序維持について次のような問題
が発生する。
企業組織におけるような権限・命令のメカニ
ズムが存在しないネットワークでは、その性質
上、参加アクターの参入・退出が自由であり、
アクターの裁量性が高い。しかしその特性が、
逆にサービス供給にかかわる資源供給・交換の
秩序の不安定性を発生させる原因ともなる。管
理者の役割と権限をもった中心的アクターが不
在であることが、供給・交換システムの不安定
さを増加させるのである。
従来の官民の相互依存関係を軸とした供給シ
ステムでは、固定的・安定的アクターの存在が
少なくともシステムの安定性と確実性を保障し
てきた。しかし、行政からの直接的な指導・命
令によるコントロールの対象とならない多様な

供給主体（アクター）の増加は、逆に安定的な
供給を困難にし、かつ供給秩序の維持に多大の
コストを要するようになる。政策ネットワーク
は新たな政策アレンジメントとして期待される
が、同時にネットワークであるがゆえの不安定
性、不確実性が「取引コスト」を増大させるの
である。市場の一般均衡を想定する古典経済学
であるなら、対処は「市場システム」の自律性
に任せるべきということになろうが、現実の市
場は、制限された合理性と情報の非対称性のな
かにある。ここに、政策ネットワークの安定性
と確実性を確保するためのマネジメントの必要
性が生じるのである 44。すなわち不安定性・不
確実性の発生を抑えコストの縮減を図るために
は、秩序と安定を指向する運営にかかわる内部
制度によってネットワーク内のアクター間の協
働を高めさせる必要がある。すなわちネットワ
ークのマネジメント・プロセスの発生である。
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44 原則的には市場は参入・退出が自由であるという意味で、原初的な市場取引を想定すればそれはスポット契約であると考えるこ
とができる。ここでは取引は価格メカニズムで調整される。そこには取引の安全性を確保するための情報費用などのいわゆる取
引費用（transaction cost）も含まれている。
しかし、長期的に資源を調達しようとすれば、なんらかの長期的に資源調達の安定性、確実性のメカニズムを確保しなければな
らない。
ここでとりうる資源の確保の安定性・確実性を得ることができるメカニズムは、取引を「内部化」することである。すなわち内
製化である。それはCoase, D.のいう組織の形成ということでもある。もし資源を自己の組織内で内製化できれば、それは組織の
単一の権限、意思決定機構による調整によって価格を決定することができる。
しかし、その必要とする資源が外部にあって、内製化できなかったり、内製化費用が市場費用を上回っていたりした場合で、か
つ市場費用よりも安価でかつ市場取引よりも取引の安定性が見込まれる場合は内製化に準じるメカニズムを組織外に形成するこ
とになる。そのひとつが協力組織の形成である。いわゆる下請系列もこの協力組織の一部である。この企業間関係は継続性を原
則として、組織化された市場における長期取引と管理された競争という形態をとる。欧米では、M&Aのように垂直的統合による
諸業務の内部化戦略が多いのに対して、日本では、本社機能を残して多くの部分を＜外部化＞し、他企業に生産・販売にかかわ
る機能を分散－分担させ、企業間システムとして企業活動が完結する構造が多い。
そのような日米における市場と資源配置の特性（制約）、環境特性（制約）、制度特性（制約）に関わる関係の形態や合理性の異
なりが企業の戦略（政策）の差異として現れるのである。
たとえば安田雪は、わが国における市場構造と需給関係における資源配置について米国と比較して、わが国においては「「緩やか
な独占禁止法のもとに埋め込まれた（embeddid）日本社会においては、個々の市場の集中度が非常に高く、社会構造的に見れば、
市場間に高度の拘束・被拘束関係が存在するような経済が形成されている」という。市場規模からみても原料の供給と製品・サ
ービスの消費者が限られているとともに、取引相手の代替となる他者が少ない。このようなわが国に比べて米国における市場構
造と需給における資源配置はどのようなものであるのだろうか。安田によれば、アメリカ経済を譬えれば、多数の競争者が広い
アリーナ上のあちこちで分散して競争を行っているようなものであるという。市場規模からみても原料の供給と製品・サービス
の消費者が多様、取引相手の代替となる他者が多い。［安田1996 19p］
このような安田の指摘を敷衍すれば、わが国では、個々の市場の集中度が非常に高く、社会構造的に見れば、市場間に高度の拘
束・被拘束関係が存在するような経済が形成されている。また市場規模からみても原料の供給と製品・サービスの消費者が限ら
れている。すなわち取引相手の代替となる他者が少ないという日本の市場の社会構造特性は企業などの取引行為者に外部環境変
数として影響を及ぼさざるをえない。その結果、たとえば企業間の取引は安定した個人的性格をもち長期的に継続される傾向が
強くなるということがいえよう。これに対して、アメリカの市場の社会構造からは、市場の集中度が低く、市場規模からみても
原料の供給と製品・サービスの消費者が多様、取引相手の代替となる他者が多いため、取引関係がより短期的になり、インパー
ソナルとなる傾向が強いということがいえるかもしれない。
このような資源の配置と市場の特性によって生じる継続性が、その国独特の資源交換のための市場のルール・制度を生む。また
同時にその国の内部における資源交換の構造が形成されるである。このような市場と企業の取引関係におけるネットワーク関係
が資源配置や環境特性によって大きく制約されるという考察を前提に考えれば、公共的社会サービスの資源供給に関わる政策変
容を考えるときに、同時にわが国における供給されるべき資源の配置と交換の特性をも考慮する必要があろう。すなわち、わが
国における社会サービス資源の配置と供給・交換のシステムの現状である。
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４.  資源依存特性による政策ネットワーク・
マネジメント

４. １　ネットワークにおけるマネジメント

マネジメントに要請されるのは、経済的・社
会的・政治的環境の変化や技術革新の速さに対
応しながら、いかに適切な資源の分配を行うか
である。ネットワークに所属する各政策アクタ
ーのもつ機能、技術、資源を組み合わせて、有
効な政策アウトプットに変換するシステムの設
計、それこそが政策ネットワークのマネジメン
トに他ならないといえよう。
同時にネットワーク・マネジメントは、組織
間関係のマネジメントでもあるがゆえに、各ア
クターの自己利益の最大化をはかることだけで
なく、各アクターのインセンティブを高めるも
のでなければならない。
政策ネットワークの二つの類型である「政策
コミュニティ」と「イシュー・ネットワーク」
とでは、ネットワーク・メンバーの集まりかた
や特性が異なるため、インセンティブを高める
ためのマネジメントも各々異なった形態を採用
する必要が生じる。
「政策コミュニティ」においては、基本的な利
害関係や価値選択の指向は同質であるため、実
現されるべき価値選択とそこで採択される政策
手段－権力的手段、経済的誘因、情報提供、直
接供給－については、ネットワークメンバー内
での戦略的な取引、駆け引きが行われるにして
もその確定は比較的容易である。
一方、「イシュー・ネットワーク」は「政策コ
ミュニティ」とは対照的に、追求される価値選
択、政策手段は、イシューの性質ごとに参集す
るアクターの多様性に大きく左右される。ここ
では、ネットワーク・アクターの保有する多様
な資源－専門知識やオーソリティの大きさ、ネ
ットワーク外部から動員しうる諸資源など－の
組み合わせを基盤として、政策アジェンダが設
定され、政策手段についての合意形成の過程が
進行するのである。それは価値選択においても、
相互利害においても共通性の少ないイシュー・
ネットワークのアクター間の関係が、創発的に
進行する過程でもある。このように多義的な価

値選択を追求する「イシュー・ネットワーク」
においては、メンバー間の価値同質性と緊密な
資源相互依存で成り立つ「政策コミュニティ」
とマネジメントの性質が異ならざるをえないの
である。

Chandler, A.D.の「組織は戦略に従う」という
有名な定義がある。しかしネットワークにおい
ては、命令・権限による組織管理と異なるマネ
ジメントを必要とする。ネットワークもまた自
己の目標とその目標達成のための戦略をもつ。
なぜなら、ネットワークもまた組織と同じく、
何かを達成しようとする目的合理性のために形
成された装置であるからである。しかし、資源
の相互依存構造のなかでアクターは自己組織の
優位性の最大化に向かうため、組織間調整に多
大のコストが生じる。そのため、ネットワーク
構造は、その全体目標達成のための合理的デザ
インと乖離する危険性が高い。したがってネッ
トワーク・マネジメントにおいては、むしろ
「戦略はネットワークの制度と構造に従う（制約
される）」と考えられる。

４. ２　政策コミュニティのマネジメント
－資源依存とパワー関係の強連結

ネットワークにおいては、所属アクターに対
する一定の方向性への誘導は、命令や権限によ
って成し遂げられるものではない。しかし、各
アクターのもつ有限な資源の有効性を最大化す
ることは、何らかの方向づけ（強制）のシステ
ムがあってはじめて可能となる。
資源依存関係における方向づけ（強制）は、
各々のアクターの保有する資源の調達力によ
って規定される。そこに資源依存関係におけ
るパワーの発生がある。Blau, P.によればパワ
ーとは「自己の望む仕方で個人または集団の
行為を限定し、自己の行為がその望まない仕
方で限定されることを拒否しうる能力」45を指
す。資源依存的組織間関係においては、両者
に資源の非対称性が存在することによって、
相手の資源に依存する度合いの低い組織がよ
り強いパワーを保有することになると考えら
れている。資源依存度は、資源の重要性と非
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代替性に規定される 46。
資源が非代替的であるということは、資源Ｘ
が他の資源では代替されないという意味と、ネ
ットワーク・アクターAが資源Ｘを現在、資源
交換関係にあるアクターB以外のものから獲得
することができないという二重の意味を有する。
ここで、強い資源依存構造に基づく「政策コ
ミュニティ」のマネジメントを考えるうえでの
参考として、企業組織間ネットワークのモデ
ル－支配の類型としての同化と統合及びこれに
対する協同－をとりあげてみる。
たとえば前述したネットワーク・アクターA

とアクターBが、企業A・企業Bであると仮定
する。企業間ネットワークにおける組織関係の
戦略においては、「支配」関係と「協同」関係の
二形態のいずれかが採択される。すなわち、自
己の保有していない必要資源をいかに自己に有
利に取り込むか、の戦略である。
「支配」関係は、制度的な紐帯を通して「強」
連結するシステム関係（tight coupling）であり、
ヒエラルキー構造を形成する。たとえば企業A

が企業 Bを制御するために、企業 Bの経営資
源・社会機能・役割を内部化していく。その内
部化の度合に応じて企業Ｂに対する権力が獲得
されていく（asymmetricalな組織）。そこから企
業Aは企業Bを「同化」あるいは「統合」に向
かう。
「同化」とは一体化を意味する（M & Aなど）。
同化よって、企業Aは市場における「規模の経
済性」を実現するとともに、単一の集権的コン
トロールが可能となる。「統合」とは、「強い」
イニシアチブをもって序列的な結合をなすこと
を意味する（タテ型の企業グループ化など）。こ
のような「支配」関係ネットワークにおける他
のアクターの権限受容は、①正のサンクション
（経済的・非経済的な報酬）と負のサンクション
（強制）、②イデオロギー的説得による価値基準
への影響、という二つの方法により行われる。
これに対して「協同」関係は、共有できる目

標と経営資源の内容・範囲に応じて部分的もし
くは全面的に、あるいは短期もしくは長期に結
合する形態である。各アクターが独立性・自律
性を保ちつつ、一定の目標に連結し、相互補
完・相乗的な調整を行う。ここで得られるもの
は、情報共有による情報蓄積の増大、情報処理
の協同化＝スケールメリットによる学習効率の
向上である。さらに対話的なコミュニケーショ
ンによる知識創造の場の形成や、シナジー効果
と革新へのイノベーション効果がみられる。「支
配」関係において実現される市場優位が「規模
の経済性」であったのに対して、ここでは「連
結の経済性」が実現される 47。このような企業
組織間ネットワークの長期・短期の戦略、「支配」
と「協同」の戦略は、とくにセクターレベルに
焦点をおく「政策コミュニティ」の動態分析に
大きな示唆を与えるものである。

４. ３　イシュー・ネットワークの特性
－多元的専門性の柔連結

では、必ずしも組織アクター＝セクターレベ
ル・アクターだけで構成されていないイシュ
ー・ネットワークでのマネジメント特性は、ど
のように捉えられるべきであろうか。組織、個
人が輻輳して出入りするイシュー・ネットワー
クにおいては、組織間の資源依存関係だけでは
捉えきれない複合的なファクターが、マネジメ
ントのメカニズムに作用する。それは、組織間
関係および組織内部のアクター間関係の相互作
用であると考えられる。
イシュー・ネットワーク内部における各アク
ターの関心、目的と手段は様々である。そこで
は問題と解との関連、因果関係など一連のアジ
ェンダ設定のプロセスは明確ではない。 そこで
各アクターは、異なった目的を追求するため、
各々の専門的資源を動員し、行動を連結させる
ことになる。すなわち、その行動が各アクター
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46 Tompson, J.D., 1967 30p
47 企業組織間ネットワークの問題として次の点が指摘されている。まず、企業組織間ネットワークは、環境を私的・個別的に自己
組織化することによって、市場社会システムの機能を部分的に包摂し内部秩序を高めるが、それは同時に外部の社会組織性を低
下（社会の秩序化＝外部秩序の減衰）させる危険性を有する。第二に、企業の自己目的の達成に関わる範囲内で必要な部分は内
部化され、コストは外部化される（外部経済の内部化と外部不経済の外部化）。ネットワークは相互協調をもとに、メンバー間の
情報は内部化され、資源・情報が系列化される。そのため、ネットワークのメンバーが固定化し長期継続的なものになればなる
ほどシステムは閉鎖的となり、外部からの参入の制限・排除が生まれ、オープンな競争が妨げられる。



〈政策ネットワーク〉の枠組み－構造・類型・マネジメント

にとって有利である限りにおいて、行動の連結
が行われる。Weick, K.E.のいう「自己の目的を
達成するために相手の行動を必要とする」状況
の発生である。イシュー・ネットワークでは当
初は、明確なビジョン、意図の共有は不要であ
り、「目的」はイシュー・ネットワークの行動プ
ロセスの相互作用のなかから生まれることにな
る。
政策的なイシューの設定とその政策的対応に
関わって、各アクターの多様な目的の実現化に
向けて、共通手段へと収斂・結晶化していくイ
シュー・ネットワークの合意プロセスを想定し
てみれば、

１）分業：イシュー・ネットワークに参加す
る各アクターが利用可能な資源を展開す
ることによって、他者がもっていない資
源によって評価される。いいかえれば各
アクターのタスクの専門化が確立される
ことによって、そこに全体の注意が集中
される。

２）対比効果：ネットワークのある特定部分
が目立ってくると他の部分は相対的に無
秩序・曖昧に見え始め、かつその曖昧な
部分が意味が薄くみえるようになる。し
かし、同時にその曖昧性が新たな行為の
多様性（意味の多様性）を生む。

３）「非類似」性のプレッシャー：集合的構造
が出現するまでに多様な目的から手段の
共有へのシフト、さらにそこから共通の
目的へのシフトという二つの過程が介在
する。そのステップにおいては、調整、
収斂、譲歩、妥協という相互依存過程が
存在する。そこで第三の過程においては、
独自性を再確立し、相互依存からの非類
似性を示す。

４）「非類似」的な目的は次第に限定されて、
選好や欲求は分岐する。その結果、集団
は再び多様な目的をもつメンバーで再構
成される。－48

以上のイシュー・ネットワークの形成過程の

性質は、おそらくネットワークに参加するアク
ターが、イシューに対する様々なディシプリン
の専門化集団であることに起因している。かれ
らは長期にわたる徹底した訓練によって知識体
系を習得している。その過程で共通言語として
培われた専門技術・能力は、別の集団に継承さ
れていく。すなわち「専門化」は、信念体系の
同質性を包含するのである。
専門家や専門職による結合組織はそのような
信念体系を制御することによって、専門領域の
支配を行う。かれらは専門性が対象とする「現
実」を定義し、行動の原則や方針を作り上げる
ことによって支配を行うのである 49。しかし、
それは「知識」それ自体が「支配」を保証する
ことを意味しない。そこに専門職集団がパワー
の源泉を国家・政府の保証に求める場合が生じ
る。国家・政府も、専門性の供給者に対して、
管轄権の確定と賦与を通じて専門性を「権威づ
ける」ことにより統制権を確保するという、相
互的な関係を必要としているからである 50。す
なわち、国家・政府による「権威」を背景とす
る専門家集団がイシュー・ネットワークに参加
することによって、イシュー・ネットワークそ
れ自体もまた、その主張・活動に「権威」が付
与されるとともに、そのことによって資源調達
をより高めることが可能となるのである。
このようなイシュー・ネットワークでのアク
ターの参加構造には、多様な目的と手段の共有
という連鎖を組み込んでおり、それが一種の擬
似的な社会的構造を「創造」する効果をもたら
す。擬似的な社会的構造とはネットワーク参加
者間の駆け引きが錯綜する「脈絡」の流れに依
存する構造をいう。この構造においては、解く
べき問題への解決は「行動」を通して発見され
るが、その「解」は必ずしも、問題に対応した
回答とはならない可能性も高くなる。
またイシュー・ネットワークは、協力的

（coactivational）なコミュニケーション・ネット
ワークという側面を有しており、その側面から
いえば、ネットワークは個々の行為者による戦
略あるいは意思決定のジョイント・プロダクト
という性質をもつ。すなわち資源依存という構
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造性を土台としたうえで、信条と価値の共有を
軸としたネットワーク・アクターの「協働」的
な連合体ということができる。そのように考え
れば、ネットワークの構成アクターの資源相互
依存的な特性を軸に、アクターの協働性－連結
性をもたらすネットワーク・メンバーのダイナ
ミクスというものへのさらに踏み込んだ考察が
求められねばならないであろう。
イシュー・ネットワークにおいては、「イシュ
ー」そのものの性格によって参加アクターの専
門性の種類、動員数、入出の頻度、採択すべき
価値選択と解決方法が変化する。またそれらの
動員の量と討議の密度によってイシューがどの

ように処理されるかもまた変化するのである。
さらに討議へ参画することや、その影響力の行
使ということも参加アクターにとって重要な参
加を促す要素である。そこでイシューが参加者
の関心を呼んでいるあいだは、自生的な秩序が
形成される。しかしその秩序は参加メンバー間
においてのみ通用するルール＝制度であって、
ネットワークに別の新たなイシューがもたらさ
れ、それに応じて参加メンバーが交替すればま
た新たなルール＝制度が形成されることになる。
結論的にいえば、イシュー・ネットワークと
は互酬的な関係（mutual equivalence structure）の
ネットワークである 51。単独では欲求－価値実
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51 政策ネットワークにおけるネットワーク・アクターの協働性はどのように生じるのであろうか。ネットワークも、組織と同じく、
なにかを実現するために形成される。またネットワークに参加する個人アクター自身もネットワークに参加することによって、
自身に還元されるなにかを実現するための目的をもって参加する。しかし、ネットワーク・アクターにおいては、実現されるべ
き目的のビジョンと実現の方法・手段はさまざまであろう。そこに目的実現の価値選択・方法についてのコンフリクトも生じよ
う。さらにネットワークであるゆえに運営に異議があれば「退出（exit）」することも容易である。それでもなおネットワークは
形成され維持される。それはどのようにして可能であるのだろうか。Weickは、Allport [Allport, F.H., 1962 “Structuronomic
Conception of Behavior: Individual and Collective.” in Jouranal of Abnormal and Social Psychology,  vol.64]の枠組みに依拠しつつ「集合
的構造（collective structure）」の概念に基づいて組織の生成を説明している。たとえばアクターＡの行動がＢにとって価値を生み、
そこからＢが起こす行動がＡに利益をもたらす、そのような双方の行動がお互いに利益と貢献を引き起こさせるような相互に受
容可能な結果を伴うならば、行動は相互に連結され、組織は形成される。そして相互にとって有利なこの互酬的な行動は行動は、
いったん発見されると持続する。すなわち「構造化」されることになる。[Weick, K.E. 1979]－
このWeickの考えかたに従えば、組織の成立が個人行動（の相互作用）から説明されるとともに、そこから集団の独自性・創発
性が構造化されたかたちで導かれる。そこで注目すべき点は、組織が先にあって、メンバーの行動を規制するのではなく、メン
バーである諸個人の行動の結果として組織が生じる、ということである。またWeickによれば、構造化されるのは、人間ではな
く行動である。組織を構成するものは、人間ではなく、ひとびとの用役、行為、活動、影響力である、と指摘したのはBarnard,
C.であるが、Weickもまた、個人の全行動のなかのある部分だけが他の人間の行動の一部分と連結されて組織は生じる、という。
それゆえに個人は部分的にしか組織に包含されず、そうであるからこそ個人は同時にいくつかの組織に所属することが可能とな
るのである。すなわち組織は、個人の多様な目的達成のための手段と見なされる。
組織が個人の目的達成のための手段である、という定義から導かれるのは、組織は目的ではなく手段が一致すれば形成される、
という新たな定義であるといえる。個々人は、各々の目的を追求する手段として相互に依存しあい行動を連結させる。ここで必
要とされるのは、互酬的関係（mutual equivalence structure）である。互いに自分ひとりでは欲求を充足できないが、互いに自分の
欲求を充足するための手段となる行為（instrumental act）を提供することによって、はじめて相互に欲求充足を全うする（con-
summatory act）ことができるのである。
ここから、このような組織内メンバーの意識の構図を描くことが可能となるであろう。すなわち、このような互酬的関係によっ
て、組織が成立するなら、お互い相手の行為の動機を知ることも、目標を共有することも必要ではないということである。さら
にこの関係さえ維持しえるなら、メンバーはその関係がもたらされた起因そのものについての異なった認識と信念をもっていて
も一向構わないことになる。お互いの手段的行為が継続していることによってのみ、互酬的関係が成立する。このように、繰り
返し行動が連結されて、各人が継続的に利益を得られるなら、それは各個人にとって、もっとも便利な目的達成の方法となり、
行動の自己連結そのものが自己目的化するとともに、そこに組織そのものの維持・生存という共通目的が生ずる可能性が生まれ
る。さらにこの共通目的の下に、分業や協業という関係が発生することも可能性に含まれることになる。
このようなWeickが想定する組織モデルは、Cyert, R.M. & March, J.G.の「個人に目標はあっても組織に目標は存在しない」[Cyert,
R.M. and March, J.G. 1963 30p]という考えに通底するものがあるといえる。Cyert & Marchは、組織におけるメンバーの関係は、
「駆け引き」（bargaining）と「連携」（coalition）で成立していると見た。まずCyert & Marchは、組織は幾人かの人間で成り立つ
連合体であると定義する。そして、その組織のなかのメンバーの間には、目標への不整合な探索と選好性が存在し、かつそれら
の目標そのものが最大化を目指さず水準で満足する傾向が強い、というSelznick, P.やBlau, P.M.の研究をもとに、組織目標は次の
三つの点をもとに形成されるという。それは、１）組織という連合体におけるバーゲニング（駆け引き）、２）目標の安定化と精
緻化にかかわる組織内部の統制、３）組織の環境に応じて変化する連合体内部の経験による調整、である。すなわち、組織は内
部的、外部的制約に順応適合的なシステムとして見なされる。また組織内で採択される戦略のオプションや情報は、その場での
とりあえずな採択であることが多い、組織は、一枚岩のような意思決定の単一体ではなく、多様な目的をもった「連合体」と考
えられるのである。（このような連合体を構成するメンバーを企業組織で例示すれば、経営者、従業員、資本提供者、部品供給業
者、顧客、コンサルタント、行政関係者など）様々な目的と異なった因果図式をもった多くの個人の行動の相互性によって組織
は生ずる、という考えは、たとえばWeickが展開した「柔らかく連結した組織」（loose coupling organization）モデルに近いといえ
よう。このような柔連結モデルは、たとえば組織活動の目的設定がまず定義され然るのちに目的達成のための手段としての組織
が生まれる、と想定している「合理的組織モデル」とは対局にあるといえる。この意味で柔連結モデルは、単線的で隙間のない
目的－手段の連鎖あるいは階層ではない。ひとびとの参加は、部分的・流動的であり、その選好も異なっていても構わない、目
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現を充足しえず、自己の欲求―価値実現を充足
するための手段となる行為（instrumental act）を
互いに提供し合うことによって、はじめて相互
の欲求が充足される（consummatory act）－そのよ
うな関係性を骨格とする政策ネットワークである
といえよう52。

５.  おわりに

冒頭に述べたように、今後政府体系の変容に
ともなって、福祉、医療、教育などの公共的社
会サービスの領域においては、NPOその他の多
元的な資源供給アクターの参入などにより、政
府部門と民間部門のインターフェイスおよび政
策形成・実施の経路（channel）は多元的かつ相
互的なありかたに変化することとなろう。すな
わち政府・行政の政策領域の分権化によって、
行政によって担われてきた各々の政策ドメイン
は分化し、複数の社会アクターによって共有さ
れることになる。しかしそれらの社会アクター
が各々に保有する資源、戦略、価値選択の差異
性から、採択される政策実現手段は各社会アク
ターで異ならざるをえない。そこにおいて政
府・行政と各社会アクターは、自らの優越する
資源を土台として、各々政策ドメインの目標の
実現に向け、他の社会アクターと戦略的な協働
関係を取り結ぶことになるのである。これらの
過程において形成される組織間関係が政策ネッ
トワークである。
このようにネット・ワーク間には様々な価値
選択のせめぎあいがあるが、非政府機関のネッ
トワーク・アクターは、政府・行政の直接的な
指導、命令などのコントロールの対象ではない。
そのため、政策ネットワークでは、各アクター
の関係を調整する総合的なマネジメントが必要
となる。ネットワークへの参入・退出が自由で
あり、アクターの裁量性が高いなどの特性とと
もに、中心的な管理者の役割と権限をもつアク

ターが不在であるために、供給・交換システム
の不安定さが発生する可能性があるからである。
また、これまでの政府アクターを主体としてき
た供給システムにおいて問題とされなかった情
報・資源などの非対称性が発生する危険性も存
在する。すなわち、クライエントが必要とする
サービスの質と量、デマンドの表現技術と内容
にかかわる専門的情報・資源の非対称性である。
政策ネットワークは、それらの克服を図るため
のひとつの制度的・構造的アレンジメントとし
ての機能を有していると考えられる。しかし、
ネットワークゆえの不安定性・不確実性を孕む
がゆえに、その縮減のためのネットワーク内で
のアクターの協働を高めさせるような恒常的な
仕組み－マネジメントが必要となる。すなわち
ネットワーク・マネジメントにおいては、ネッ
トワーク・アクター間の政策形成・実施に関わ
る調整とともに、その機能の向上と活性化が基
本となるのである。
そこで政策ネットワークの類型・特性に応じ
たマネジメントが求められることになる。すな
わち「政策コミュニティ」においては、実現さ
れるべき価値選択とともに、そこで採択される
政策手段は、ネットワークメンバー内での戦略
的な取引や駆け引きを含みつつも、基本的な利
害関係、価値選択の指向は同質である。したが
ってそのマネジメント特性は企業組織間ネット
ワークと近似したモデルとなろう。
これに対して「イシュー・ネットワーク」に
おいては、イシューの性質によって参集するネ
ットワーク・アクターの多様性がマネジメント
の性質を大きく左右する。イシュー・ネットワ
ークでは、ネットワーク・アクターの保有する
多様な資源－アクターの専門知識およびネット
ワーク外部から動員しうるオーソリティなど－
の組み合わせ及びアクター間のコンフリクトを
通して、政策アジェンダの設定と政策手段につ
いての合意形成の過程が進行するのである。そ
れは価値選択を異にし、最終的利害の共通性が
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的―手段の連鎖も複雑で混みいることも常態であるということなのである。そこでは行為者の自由な行動が相互連結されるため
に個人の裁量の余地が大きく、それによって自己実現の機会そのものが増加するとともに、各部分は各々に対応する環境部分に
敏感に反応するので、部分的適応が可能となる。その意味では、部分の障害は全体に及ぶことはなく、環境の微細な変化に組織
のシステム全体が反応する必要はないため、組織のシステム運用コストそのものも低減すると考えられることになる。このよう
なWeickが提示した柔連結モデルの構造は、とくにイシュー・ネットワークのような政策ネットワーク内の個人アクターの行動
を支える基盤の説明として有効であるといえよう。

52 Weick, K.E. 1979



薄いイシュー・ネットワーク・アクター間の関
係が創発的に進行する過程でもある。このよう
にイシュー・ネットワークのマネジメントは政
策コミュニティのマネジメントとは異なる性質
をしめすのである。
政策ネットワークのマネジメントの複雑さは、
そのような政策ネットワークの類型・特性によ
るものだけでない。ネットワーク・アクターで
ある「組織」の性質自体によっても、ネットワ
ーク・マネジメントが変化するということの考
慮も必要となる。
政策ネットワークのアクターとして想定され
る対象は、いわゆる公的組織－行政組織、準行
政組織、教育機関、医療・福祉組織－であるこ
とが多いが、それら組織アクターの組織特性は、
企業のそれに比してスタティックである傾向が
強い。
事前規制、組織内手続き・決定プロセス等、
組織内プロセスが重視され、成果指向・業績指
向というより、ミッション性に組織の機能・役
割が収斂される。内部規律は、規範的（norma-

tive）性向があり、成員の使命感と忠誠心にもっ
ぱら依存する。このような組織特性は、意思決
定にともなう情報探索や組織間調整により、結
果として決定の「取引コスト」を高くする。ま
た、意思決定に関わるアクターの裁量性が大き
い、実行の不確実性が高いなどの特性も認めら
れる。
公的組織の各部門のメンバーは、特定のタス
クを遂行する過程でその仕事の専門家になる。
それまでの教育・経験と現在のタスクの性質の
双方の影響から、仕事に対する態度や考え方を
形成する。組織におけるタスクの分化とは、態
度や思考の違いを意味しており、部門の分割、
知識の専門化という単純な事実を示すものでは
ない。その意味で組織の各部門における専門性
の深化は、組織内の専門性ネットワークともい
うべき内部構造を示しており、そのような組織
メンバーに対して、組織の解釈と安定の枠組み
をどのようにセットしえるかが問われるのであ
る。
政策ネットワークのマネジメントは組織間関
係のマネジメントである。そこではネットワー
ク・アクターである組織とその成員の行動を導
くインセンティブの仕組みが必要となる。資源
依存アプローチからいえば、直接的に資源獲得

の容易性の確保、あるいは不確実性の減少の保
証などによるモチベーションの向上であり、義
務心や公共心が作動する仕掛けが必要となるの
である。このようなネットワーク・アクターの
インセンティブを作動させるためのネットワー
ク・マネジメントとその制度設計の課題は、別
稿で取り扱われることになる。
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